
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（埼玉県　平成28年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

交付金
都道府県費

市町村費 その他

坂戸
市

いるま
野農協

土地利
用型作
物（稲
（新規
需要米
を除

く。）
）

▼事業
実施地
域にお
ける直
売所・
小売店
への直
接販売
割合の
増加

71%
(630t/
886t)

97%
(860t/
886t)

94%
(1,228
t/1,30
6t)

97%
(1,121
t/1,15
5t)

96%
(941t/
980t)

104%
直接販売
割合が
26%向上
した。

土地利
用型作
物（稲
（新規
需要米
を除

く。）
）

▼タン
パク質
含有率
の改善
▼食味
値の改
善
▼鮮度
判定値
の改善

7.46%
70.0
72.0

8.03%
73.0
80.0

7.64%
77.0
88.4

7.91%
76.0
73.6

7.36%
80.0
100.0

-
128.1%
(-450%
60%

5.7%)

タンパク
質含有率
が0.45%
増加して
しまっ
た。

耕種作物
共同利用
施設整
備、穀類
乾燥調製
貯蔵施
設、サイ
ロ冷却装
置（冷却
装置１
基、冷却
対象サイ
ロ250t×8
本）

54,600,000 26,000,000 28,600,000 平成26年3月17日

サイロ冷却装置の導
入により、米の品質
が向上し、「低温貯
蔵米」として販売す
ることで、直接販売
割合の向上につな
がった。天候不順の
影響でタンパク質含
有率及び食味値が悪
化してしまった。鮮
度判定値は、一定の
改善は見られたもの
の、これまでどおり
の貯蔵方法では目標
値に達しなかった。

サイロ冷却装置を導
入し米の品質が向上
したことで、直売所
等での直接販売量は
向上した。しかし、
当該年度の予期せぬ
気象条件の影響によ
りタンパク質含有量
及び食味値の目標を
達成できなかった。
今後、天候を考慮し
た適期施肥指導に取
り組み、タンパク質
含有量及び食味値の
改善を目指す。また
受け入れの籾状況に
対応した貯蔵方法を
検討し、鮮度判定値
の向上を目指す。

久喜
市

南彩農
協

土地利
用型作
物（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）

▼事業
実施地
域にお
ける高
温耐性
品種の
作付割
合の増
加

0%
(0ha/
107ha)

0%
(0ha/1
05ha)

1.4%
(1.5ha
/107ha

)

5.2%
(5.3ha
/102ha

)

5%
(5.35h
a/107h

a)

104%

高温耐性
品種の作
付割合が
5.2%増加
した。

耕種作物
共同利用
施設整
備、乾燥
調製貯蔵
施設、籾
摺調整装
置×2台

53,655,000 25,550,000 28,105,000 平成26年3月11日

高温耐性品種への誘
導が5.3haとなり目
標達成率104%となっ
た。

高温耐性品種（彩の
きずな）への品種誘
導が進んだことによ
り白未熟粒の発生が
抑えられたことに加
え、籾摺調整装置の
導入により収穫物へ
の異物混入を防ぐこ
とができるようにな
り、産地としての信
頼性が向上した。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標値
（平成
27年）

目標値
（平成
27年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成
24年）

１年後
（平成
25年）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体

名

事業実施後の状況①

３年後
（平成
27年）

１年後
（平成
25年）

２年後
（平成
26年）

成果目
標の具
体的な
内容①

負担区分（円）

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施主体の評価

３年後
（平成
27年）

都道府県の評価

２年後
（平成
26年）

計画時
（平成
24年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②



メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

交付金
都道府県費

市町村費 その他

小鹿
野町

ちちぶ
農業協
同組合

野菜
(きゅ
うり、
なす)

再編後
の集出
荷貯蔵
施設の
利用率
が80%以
上。

100%
（642t
/648t
）

106％
（686t
/648t
）

75％
（488t
/648t
）

108％
（701t
/648t
）

100％
（648t
/648t
）

108.0%

再編後の
集出荷貯
蔵施設の
利用率が
8ポイン
ト増加し
た。

野菜
(きゅ
うり、
なす)

当該品
目の全
出荷量
に占め
るブラ
ンド野
菜の割
合を5ポ
イント
以上増
加。

9.7%
（全出
荷量
きゅう
り
493.5t
なす
148.5t
）
（ブラ
ンド野
菜
きゅう
り62t
なす
0t）

23.5%
（全出
荷量
きゅう
り535t
なす
151t）
（ブラ
ンド野
菜
きゅう
り54t
なす
107t）

24.4%
（全出
荷量
きゅう
り363t
なす
125t）
（ブラ
ンド野
菜
きゅう
り29t
なす
90t）

18.7%
（全出
荷量
きゅう
り578t
なす
123t）
（ブラ
ンド野
菜
きゅう
り40t
なす
91t）

19.9%
（全出
荷量
きゅう
り498t
なす
150t）
（ブラ
ンド野
菜
きゅう
り77t
なす
52t） 88.2%

全出荷量
に占める
ブランド
野菜の割
合が9ポ
イント増
加した。

集出荷貯
蔵施設

45,891,300 21,853,000 24,038,300 平成26年3月7日

平成27年のきゅう
り、なすの全出荷量
701tに占めるブラン
ド野菜の出荷量は
129tとなり、再編後
も集出荷貯蔵施設の
利用率は100%を超え
ている。
ブランド野菜の割合
をさらに向上するた
め、栽培技術指導に
努める。

再編後も集出荷貯蔵
施設を十分に活用す
ることで、利用率は
108%となり成果目標
を達成した。
栽培技術指導を徹底
し、ブランド野菜の
割合のさらなる増加
を目指す。

越谷
市

越谷市
野菜
(いち
ご)

当該品
目の秀
品その
他品質
の上位
規格品
（大き
さ、外
観品
質、内
部品
質）の
割合を3
ポイン
ト以上
増加。

36.2%
(いち
ご全出
荷量
32.53
ｔ
秀品・
優品出
荷量
11.78
ｔ)

41%
(いち
ご全出
荷量
30.26
ｔ
秀品・
優品出
荷量
12.40
ｔ
)

65.9%
(いち
ご全出
荷量
44.17
ｔ
秀品・
優品出
荷量
29.12
ｔ
)

64.4%
(いち
ご全出
荷量
70.32
ｔ
秀品・
優品出
荷量
45.27
ｔ
)

63.3%
(いち
ご全出
荷量
82.85
ｔ
秀品・
優品出
荷量
52.48
ｔ
)

104.0%

いちごの
上位規格
品の割合
が28.2ポ
イント増
加した。

野菜
(いち
ご)

当該品
目の全
出荷量
に占め
るブラ
ンド野
菜の割
合を5ポ
イント
以上増
加。

30.1%
(いち
ご全出
荷量
32.53
ｔ
「越谷
いち
ご」出
荷量
9.78ｔ
)

36.5%
(いち
ご全出
荷量
30.26
ｔ
「越谷
いち
ご」出
荷量
11.06
ｔ
)

55.4%
(いち
ご全出
荷量
44.17
ｔ
「越谷
いち
ご」出
荷量
24.49
ｔ
)

62%
(いち
ご全出
荷量
70.32
ｔ
「越谷
いち
ご」出
荷量
43.61
ｔ
)

55.2%
(いち
ご全出
荷量
82.85
ｔ
「越谷
いち
ご」出
荷量
45.7ｔ
)

127.0%

全出荷に
占めるブ
ランドい
ちごの割
合が31.9
ポイント
増加。

生産技術
高度化施
設

202,839,299 100,000,000 102,839,299 平成26年3月27日

適正な栽培管理によ
り、上位品がある程
度確保できた。ま
た、メディアでの報
道や広告掲載、共通
パッケージの導入に
より、「越谷いち
ご」を広く周知する
ことができた。本事
業で整備した圃場だ
けではなく、市内生
産者への波及効果も
大きく、規模拡大し
た生産者もあった。

適正な栽培管理によ
り、上位規格品の割
合の向上、全出荷に
占めるブランドいち
ごの割合とも平成27
年度目標を達成し
た。

３年後
（平成
27年）

目標値
（平成
27年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成
24年）

１年後
（平成
25年）

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価 都道府県の評価

２年後
（平成
26年）

３年後
（平成
27年）

目標値
（平成
27年）

達成率

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成
24年）

１年後
（平成
25年）

２年後
（平成
26年）



美里
町

埼玉ひ
びきの
農業協
同組合

野菜
(ね
ぎ、ブ
ロッコ
リー、
レタ
ス)

当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合を5
ポイン
ト以上
増加

契約出
荷割合
ブロッ
コリー
6%
（契約
量
81t/出
荷量
1,460
ｔ）
ねぎ
0%
（契約
量
0t/出
荷量
1,625
ｔ）
レタス
0%
（契約
量
0t/出
荷量
955
ｔ）
合計
2%
（契約
量
81t/出
荷量
4,040
ｔ）

契約出
荷割合
ブロッ
コリー
6%
（契約
量
83t/出
荷量
1444
ｔ）
ねぎ
0%
（契約
量
0t/出
荷量
1594
ｔ）
レタス
0%
（契約
量
0t/出
荷量
937
ｔ）
合計
2%
（契約
量
83t/出
荷量
3974
ｔ）

契約出
荷割合
ブロッ
コリー
16%
（契約
量
273t/
出荷量
1718
ｔ）
ねぎ
0%
（契約
量
0t/出
荷量
1713
ｔ）
レタス
28%
（契約
量
228t/
出荷量
829
ｔ）
合計
12%
（契約
量
501t/
出荷量
4260
ｔ）

契約出
荷割合
ブロッ
コリー
22%
（契約
量
388t/
出荷量
1753
ｔ）
ねぎ
14%
（契約
量
209t/
出荷量
1494
ｔ）
レタス
23%
（契約
量
197t/
出荷量
865
ｔ）
合計
19%
（契約
量
794t/
出荷量
4112
ｔ）

契約出
荷割合
ブロッ
コリー
18%
（契約
量
275t/
出荷量
1,530
ｔ）
ねぎ
10%
（契約
量
163t/
出荷
1,630
ｔ）
レタス
15%
（契約
量
140t/
出荷量
955
ｔ）
合計
14%
（契約
量
578t/
出荷
4,115
ｔ）

ブロッ
コリー
133.3%
ねぎ
140.0%
レタス
153.3%
合計
141.6%

契約出荷
割合が、
ブロッコ
リーで16
ポイン
ト、ねぎ
で14ポイ
ント、レ
タスで23
ポイン
ト、全体
で17ポイ
ント増加
した。

共同育苗
施設（発
芽室２
室）

13,387,500 6,375,000 7,012,500 平成26年2月10日

平成27年度の達成状
況は、全体で141.6%
となった。全品目と
も契約栽培が進み、
販売先と連携をとっ
た体制が構築され
た。

全品目とも契約栽培
が進み、販売先と連
携をとった体制が構
築されることで、平
成27年度目標を達成
した。



81.0%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

（坂戸市）いるまの農業協同組合の「タンパク質含有率の改善」の成果目標は、平成27年度の天候不順の影響でタンパク質含有率が悪化し、達成率が悪かった。成果目標の達成のため、天候を考慮した適期施
肥等の栽培技術指導を徹底する。
（小鹿野町）ちちぶ農業協同組合の「ブランド野菜の割合の増加」の成果目標は、平成26年2月の雪害により施設が被災したため、栽培環境が大きく変化し、生産量や品質が安定せず、達成率が悪かった。雪害
後に再建したハウスでの生産量や品質を安定させるため、適切な栽培環境の維持、栽培技術指導を徹底する。
（越谷市）越谷市のいちご出荷量は、栽培環境の変化に対応した栽培技術が確立されておらず、目標値を下回っている。出荷量目標の達成のため、栽培環境に合わせた品種を選定し、適切な栽培環境の維持、
栽培技術指導を徹底する。


